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毎週火 金曜日発行･

◇ 平成 年 月 支給 期末手当 関 特例措置 関 規則（ ）（給与課）……………

平成 年 月 支給 期末手当 関 特例措置 関 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県人事委員会委員長 奥 田 悦 子

平成 年 月 支給 期末手当 関 特例措置 関 規則

（改正条例附則第 項第 号 継続在職期間 含 期間）

第 条 職員 給与 関 条例等 一部 改正 条例（平成 年鳥取県条例第 号。以下「改正条例」

。）附則第 項第 号 人事委員会規則 定 期間 、平成 年 月 日 基準日（同号 規定 基

準日 。以下同 。） 間 、職員 人事交流等 引 続 次 掲 者（以下「企業

職員等」 。） 、引 続 企業職員等 勤務 後、引 続 職員 、基準日 引

続 在職 場合 当該企業職員等 前 職員 引 続 在職 期間 。

（ ） 企業局企業職員 給与 種類及 基準 関 条例（昭和 年鳥取県条例第 号）第 条及 病院局企

業職員 給与 種類及 基準 関 条例（平成 年鳥取県条例第 号）第 条 規定 企業職員

（ ） 現業職員 給与 種類及 基準 関 条例（昭和 年鳥取県条例第 号）第 条第 項 規定 現

業職員

（ ） 特別職 職員

（ ） 教育長

（ ） 地方住宅供給公社法（昭和 年法律第 号） 規定 地方住宅供給公社、地方道路公社法（昭和

年法律第 号） 規定 地方道路公社、公有地 拡大 推進 関 法律（昭和 年法律第 号） 規定

土地開発公社、公益法人等 職員 派遣等 関 条例（平成 年鳥取県条例第 号）第 条 規定

特定法人及 国家公務員退職手当法（昭和 年法律第 号）第 条 第 項 規定 公庫等 勤

務 者

（ ） 国家公務員及 他 地方公共団体 職員

（改正条例附則第 項第 号 給料月額等）

第 条 改正条例附則第 項第 号 規定 継続在職期間 改正条例附則第 項各号 掲 給料月額

受 職員 係 人事委員会規則 定 給料月額 、最高 号給 超 給料月額 受 職員等

人委規則

鳥取県人事委員会規則第 号
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第 条 職員 給与 関 条例等 一部 改正 条

例（平成 年鳥取県条例第 号）附則第 項

職員 給与 関 条例等 一部 改正 条

例（平成 年鳥取県条例第 号。以下「改正条

例」 。）附則第 項第 号

平成 年 月 日（以下「切替日」 。）

前日

同項第 号 規定 継続在職期間（以下「継

続在職期間」 。）

職員（以下「最高 号給 超 職員」 。） 期間（以下「特定期間」 。） 職員

特定期間 同項第 号 規定 給料

等 額 算定 基礎 給料月額（以下「基

礎給料月額」 。）

切替日 前日 継続在職期間

給料 切替 等 基礎給料月額

第 条 最高 号給 超 職員 切替日 給料

月額（以下「新給料月額」 。）

継続在職期間 特定期間 職員 特

定期間 基礎給料月額

第 条 式 切替日 改正条例第 条 規定 改正後 給与条例

規定 特定期間

切替日 前日 特定期間

第 条 新給料月額 基礎給料月額

第 条 式 旧給料月額 者 継続在職期間 給料月額

第 条 職員 給与 関 条例等 一部 改正 条

例（平成 年鳥取県条例第 号）附則第 項

職員 給与 関 条例等 一部 改正 条

例（平成 年鳥取県条例第 号。以下「改正条

例」 。）附則第 項第 号

平成 年 月 日（以下「切替日」 。）

前日

平成 年 月 日又 同年 月 日

切替日 前日 同年 月 日又 同年 月 日

給料 切替 等 改正条例附則第 項第 号 規定 特定期末

手当等 額 算定 基礎 給料月額（以下

「基礎給料月額」 。）

第 条 切替日 給料月額（以下「新給料月額」

。）

基礎給料月額

第 条 式 切替日 改正条例第 条 規定 改正後 給与条例

規定 平成 年 月 日又 同年 月

日

切替日 前日 平成 年 月 日又 同年 月 日

第 条 新給料月額 基礎給料月額
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給料 切替 等 関 規則（平成 年鳥取県人事委員会規則第 号） 規定（第 条 規定 除 。） 準

用 得 給料月額 。 場合 、次 表 左欄 掲 同規則 規定中同表 中欄 掲

字句 、 同表 右欄 掲 字句 読 替 。

改正条例附則第 項第 号 規定 平成 年 月 日又 同年 月 日 改正条例附則第 項各号

掲 給料月額 受 職員 係 人事委員会規則 定 給料月額 、最高 号給 超 給料月額

受 職員等 給料 切替 等 関 規則 規定（第 条 規定 除 。） 準用 得 給料月額

。 場合 、次 表 左欄 掲 同規則 規定中同表 中欄 掲 字句 、 同表

右欄 掲 字句 読 替 。
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継続在職期間（改正条例附則第 項第 号 規定 継続在職期間 。第 項 同 。）

改正条例第 条 規定 改正前 職員 給与 関 条例（昭和 年鳥取県条例第 号）別表第

第 給料表 適用 受 期間（改正条例附則第 項第 号 掲 給料月額 受 期間

除 。） 職員 当該期間 改正条例附則第 項第 号 規定 給料等 額 算定 基礎

給料月額 、当該期間 当該職員 属 職務 級及 当該職員 受 号給 同条 規定

改正後 職員 給与 関 条例（次項 「新給与条例」 。） 規定 給料月額 。

特定期末手当等（改正条例附則第 項第 号 規定 特定期末手当等 。以下 項 同 。）

支給 職員 同項第 号 規定 特定期末手当等 額 算定 基礎 給料月額 、平

成 年 月 日又 同年 月 日 当該職員 属 職務 級及 当該職員 受 号給 新

給与条例 規定 給料月額 。

継続在職期間 職員 給料 調整額 関 規則等 一部 改正 規則（平成 年鳥取県人事委員

会規則第 号。以下「調整額改正規則」 。）第 条 規定 改正前 職員 給料 調整額 関

規則 一部 改正 規則（平成 年鳥取県人事委員会規則第 号）附則第 項又 第 項 規定 適用 受

期間 職員 当該期間 改正条例附則第 項第 号 規定 給料等 額 算定 基礎

給料 調整額 、同規則附則第 項又 第 項 規定 算定 額 調整額改正規則第 条 規定

改正前 職員 給料 調整額 関 規則（昭和 年鳥取県人事委員会規則第 号）第 条第 項 規

定 算定 額 減 額 、調整額改正規則第 条 規定 改正後 職員 給料 調整額 関

規則第 条第 項 規定 算定 額 加 額（次項 「特定額」 。） 。

平成 年 月 日又 同年 月 日（以下 項 「期末手当基準日」 。） 調整額改

正規則第 条 規定 改正前 職員 給料 調整額 関 規則 一部 改正 規則附則第 項又 第

項 規定 適用 受 職員 規定 適用 受 期末手当基準日 改正条例附則

第 項第 号 規定 特定期末手当等 額 算定 基礎 給料 調整額 、特定額 。

（企業局企業職員等 者 引 続 職員 者 特例）

第 条 平成 年 月 日 基準日 間 第 条第 号 第 号 掲 者 引 続 人

事交流等 職員 者 平成 年 月 支給 期末手当 、改正条例附則第 項各号 定

額 、 平成 年 月 日前 基準日 引 続 職員 者 均衡 考慮 人事委員

会 定 額 加 額 当該各号 定 額 同項 規定 適用 。

（雑則）

第 条 規則 定 、改正条例附則第 項 規定 平成 年 月 支給 期末手当 関

特例措置 実施 関 必要 事項 、人事委員会 定 。

附 則

規則 、公布 日 施行 。
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